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1. はじめに 

近年，スーパーコンピュータは学術研究の発展だけではなく，ものづくりの現場など，企業競争力の強化

にとって重要な基盤となっている．このような背景から，名古屋大学情報基盤センター（以降，本センター）

では，社会貢献の一環として，平成 19 年から文部科学省先端研究施設共用イノベーション創出事業などを実

施し，民間企業の課題に対してスーパーコンピュータの資源を提供してきた．本センターでは，これら事業

の終了後においても，民間利用の取り組みを継続しており，自主事業として民間利用制度を推進している． 

本稿では，本センターにおけるスーパーコンピュータの紹介及び民間利用制度の概要，同制度による利用

状況について紹介する． 

2. スーパーコンピュータの紹介 

本センターでは，平成 25年 10 月にシステム      表 1 システム性能（フェーズⅡ） 

更新を行い，フェーズⅠとして Fujitsu PRIMEHPC 

FX10，Fujitsu PRIMERGY CX400，仮想計算サーバ，

そして物理容量 3.96PBのストレージ装置を導入し

運用してきた．その後中間レベルアップをして

CX400/250を CX400/2550へ FX10を FX100へ更新し

た．フェーズⅡで運用している現在のシステム性

能を表１に示す．  

これらのシステムは通常のアカデミック利用制度 

と民間利用制度で利用できる． 

3. 民間利用制度の概要 

平成 31年度，本センターの民間利用制度は，有料の 2 種類と無料の 1種類がある． 

・成果公開型（有料） 

申し込み後，専門委員会による審議を経て，承認される．採択後，企業名と課題が公開される． 

基本負担金（1口，200,000 円，10 ユーザまで利用可）を負担することにより，1 口当たり 60,000ポイ 

ントの計算資源が与えられる．  

利用終了後，利用報告書を提出しなくてはならない．利用報告は HPで公開されるが，最大で 2 年間の 

公開延期が可能である． 

 ・成果非公開型（有料） 

   平成 27年度よりサービス開始した． 

   申し込み後，非公開審査ワーキンググループによる審議を経て，承認される．企業名と課題は公開さ 

れない． 

  基本負担金（1 口，360,000 円，10 ユーザまで利用可）を負担することにより，1 口当たり 50,000 



    ポイントの計算資源が与えられる．利用終了後，利用報告書を提出しなくてはならないが公開されない． 

・トライアルユース（無料） 

１ヶ月間有効のアカウントが発行され，試用する制度である．通常の有料の利用方法と同様の審査手 

  順を経て，利用承認がなされる． 

4. 民間利用制度の利用状況 

平成 26年度からの民間利用制度（有料）採択数       表２ 民間利用制度採択数 

を表 2に示す．平成 27年度以降，有料では成果公

開型と成果非公開型の 2種類を実施しているが，こ

こでは総数を示している．また，平成 31年度は 2

月 14 日現在の件数である．平成 27年度以降，件数

に変動があるが増加傾向と思われる． 

 

 

 

 

5. おわりに 

本稿では、名古屋大学情報基盤センターにけるスーパーコンピュータの紹介及び民間利用制度の概要と，

民間利用制度の利用状況を紹介した．著者はユーザサポートを担当しているが，民間利用制度採択数は年々

増加傾向となっており，限られた人員でユーザサポートを行わなければならず，質問に対する回答に時間が

かかる場合が発生している。この点が今後の課題と思われる。 
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